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Ⅰ 一般会計補正予算（第5号） 

 

１ 補正予算の内容 

  職員の給与改定等に伴う職員給与費等の予算措置を行うため、平成 29年度一般会計補正予

算（第5号）を編成する。 

 

２ 補正予算の規模 

  （単位：千円） 

現在予算額 補正予算額 補正後予算額 

203,028,136 172,519 203,200,655 

 

３ 歳入歳出補正予算額 

   （単位：千円） 

歳   入 歳   出 

款 補正予算額 款 補正予算額 

繰入金 62,811 議会費 2,998 

繰越金 109,708 総務費 31,247 

  民生費 44,852 

  衛生費 21,951 

  労働費 480 

  農林水産業費 352 

  商工費 1,466 

  土木費 12,147 

  消防費 23,464 

  教育費 33,562 

合 計 172,519 合 計 172,519 

 

４ 費目別事業概要 

 

議会費 2,998千円 

  

職員給与費等 

給与改定等に伴う予算措置を行う。 

2,998千円 
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総務費 31,247千円 

  

職員給与費等 

給与改定等に伴う予算措置を行う。 

31,247千円 

  

民生費 44,852千円 

  

職員給与費等 

給与改定等に伴う予算措置を行う。 

38,720千円 

  

国民健康保険事業費会計繰出金 

国民健康保険事業費会計における人件費の増額に伴い、同会計

への繰出金を増額する。 

3,585千円 

  

介護保険事業費会計繰出金 

介護保険事業費会計における人件費の増額に伴い、同会計への

繰出金を増額する。 

2,547千円 

  

衛生費 21,951千円 

  

職員給与費等 

給与改定等に伴う予算措置を行う。 

21,951千円 

  

労働費 480千円 

  

職員給与費等 

給与改定等に伴う予算措置を行う。 

480千円 

  

農林水産業費 352千円 

  

職員給与費等 

給与改定に伴う予算措置を行う。 

352千円 

  

商工費 1,466千円 

  

職員給与費等 

給与改定等に伴う予算措置を行う。 

1,466千円 
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土木費 12,147千円 

  

職員給与費等 

給与改定等に伴う予算措置を行う。 

12,147千円 

  

消防費 23,464千円 

  

職員給与費等 

給与改定に伴う予算措置を行う。 

23,464千円 

  

教育費 33,562千円 

  

職員給与費等 

給与改定等に伴う予算措置を行う。 

33,562千円 
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Ⅱ 特別会計国民健康保険事業費補正予算（第2号） 

 

１ 補正予算の規模 

  （単位：千円） 

現在予算額 補正予算額 補正後予算額 

62,779,309 3,585 62,782,894 

 

２ 歳入歳出補正予算額 

   （単位：千円） 

歳   入 歳   出 

款 補正予算額 款 補正予算額 

繰入金 3,585 総務費 3,585 

合 計 3,585 合 計 3,585 

 

３ 補正概要 

 

総務費 3,585千円 

  

 職員給与費等 

  給与改定等に伴う予算措置を行う。 

3,585千円 
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Ⅲ 特別会計介護保険事業費補正予算（第1号） 

 

１ 補正予算の規模 

  （単位：千円） 

現在予算額 補正予算額 補正後予算額 

40,120,157 2,547 40,122,704 

 

２ 歳入歳出補正予算額 

   （単位：千円） 

歳   入 歳   出 

款 補正予算額 款 補正予算額 

繰入金 2,547 総務費 2,547 

合 計 2,547 合 計 2,547 

 

３ 補正概要 

 

総務費 2,547千円 

  

 職員給与費等 

  給与改定等に伴う予算措置を行う。 

2,547千円 

 

 



平成29年度　12月補正の概要（一般会計補正予算　第5号）

（単位：千円）

№ 款 事　　項　　名 事 業 費

1 各費目 人件費及び他会計繰出金（人件費分） 172,519 172,519 172,519

172,519 0 0 0 0 172,519 0 172,519合　　計

その他 一般財源

事　　業　　区　　分財　　源　　内　　訳

その他国　庫 県 市　債 経済対策関連
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